
事業番号 055

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （外務省）
事業名 ＡＰＥＣを通じた経済関係の発展 担当部局庁 経済局 作成責任者

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

１．APECビジネス・トラベル・カード関係業務経費
ＡＰＥＣ域内のビジネス関係者の移動をより円滑にするために、２１のＡＰＥＣメンバー国・地域のうち、我が国含め１９の国・地域によりＡＰＥＣ・ビジネス・ト
ラベル・カード（ＡＢＴＣ）制度が実施されている。我が国は平成１５年４月１日から同制度に参加している。このＡＢＴＣの保持者は、事前に承認を受けたＡ
ＢＴＣ制度参加国・地域に短期商用目的で入国・滞在する際には、あらかじめ査証を取得することなく入国審査が受けられるほか、各空港に設けられたＡ
ＢＴＣ専用レーンを利用することができる。

２．環太平洋連帯構想関係費
ＰＥＣＣ日本委員会事務局として、国際総会・常任委員会・調整委員会等への出席、各メンバー国・地域委員会との連絡・調整の他、国内総会の開催、個
別分野毎のタスクフォース活動の連絡・調整、活動記録の保管、インターネットを通じた広報活動等の実施。

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

外務省設置法第四条第一項
外務省設置法第四条第三項

平成１８年外務省令第７号第３条、４条、６条等

関係する計画、
通知等

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

（１）ＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力）域内のビジネス関係者の移動の円滑化

（2）ＡＰＥＣの公式オブザーバーである産官学で構成された環太平洋経済協力会議（ＰＥＣＣ）の日本委員会事務局に委託し、政府間のみならず、様々な
レベルでの協力関係を構築し、アジア太平洋地域協力の推進に積極的に貢献。

事業開始・
終了(予定）年度

平成15年度開始
平成18年度開始

担当課室 アジア太平洋経済協力室 室長　　山本　祐司

会計区分 一般会計 政策・施策名
基本目標Ⅱ：分野別外交
施策Ⅱ－２：国際経済に関する取組
具体的施策Ⅱ-２-３：重層的な経済関係の強化

- -

繰越し等 - - - -

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 26 26 28 28 26

補正予算 -

執行率（％） 89.7 90.8 87.3

執行額 24 24 25

計 26 26 28 28 26

執行率（％） 89.7 90.8 87.3

87.8

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値
（25年度）

ＡＢＴＣの発行数を増加し、ＡＰＥＣ域内の貿易投資促進
を目標とする。

成果実績 発行枚数 1,140 2,138 2,195 2,500

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ 45.6 85.2

25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

環太平洋連帯構想関係費 15.6 14.1 会議開催関連経費、運営管理費に関し、平成24年度の執行残の要因を検討の上、見
直し。特に「環太平洋連帯構想関係費」を縮減。

11.9 12.0

―

(     1     ) (     1     ) (     1     )

単位当たり
コスト

（４，７８５円／１枚） 算出根拠 日本人申請者に対するカードの経費／発行枚数

年に1回のPECC日本委員会総会を開催し、国内の産官
学の立場をとりまとめ、PECC国際総会に報告。PECCの
成果はAPECにも提供されるなどして、APECとも有機的
に連携。

活動実績

（当初見込
み）

会議
開催数

1 1 1

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目

計 27.5 26.1

ＡＰＥＣビジネス・トラベル・カード
関係業務経費



国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○
ビジネス関係者の移動等を含め、ＡＰＥＣ域内における
経済関係を促進するために実施する優先度の高い事業
であり、国が行うべきものである。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

○

事業所管部局による点検

項　　目 評　価 評価に関する説明

－

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

－

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

支出先の選定については、競争性・公平性等を確保して
おり、また予算上限額等についても公表の上、競争して
いるので、契約額等適切である。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

単位当たりコストの水準は妥当か。 ○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

点
検
結
果

（１）我が国におけるこれまでの日本人申請者へのＡＢＴＣ交付数は、約１０，０００枚以上、外国人への事前承認数は約２４０，０００件以上となっている(平成１５年４月
から平成２５年３月）
（２）ＡＢＴＣ業務の遂行のため、平成１５年度以降、派遣職員１名を業務に従事させてきたが、平成２２年度からは２名体制、平成２３年度からは非常勤職員とした。ま
た、独立行政法人国立印刷局にカード作成を依頼している。
（３）平成２４年度はカード発行枚数２，１９５枚だった。非常勤職員２名。
（４）PECC日本委員会の具体的活動は、個別のプロジェクトを通じて行われ、それぞれの成果がPECC総会に報告されている。APECには、PECCは公式オブザーバー
として参加し、また、PECCの研究成果をAPECに提供するなど、PECCの独立性を保持しつつもAPECと有機的に連携している。2006年からは、PECCのプレゼンスを高
めるため、「SOTR(太平洋地域情勢報告)」を毎年発表することとなった。この他、APECの様々なレベルの会合に合わせてPECCがセミナー等のイベントを開催すること
もあり、ビジネス界及び学界の意見を直接APECの議論に反映させるためのチャンネルの一つとして活用されている。
引き続き事業目的の達成のために取り組む。

外部有識者の所見

類似事業名 所管府省・部局名

ＡＰＥＣを通じた経済関係の発展に資する目的で実施し
ており、これらは有効な形で行われている。活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

重
複
排
除

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

－

事業番号

外部有識者の所見

APECビジネス・トラベル・カード関係業務について、平成24年度のABTCの発行枚数は2,195枚、平成25年度の発行枚数の目標値は2,500枚となっています。他
の国・地域の発行枚数を把握することは困難とのことですが、他の国・地域からの事前審査依頼に対する我が国の承認数をみると、中国9,869件、韓国7,664
件、シンガポール7,042件など、我が国の発行枚数を大きく超えている国があります。
この承認数は、申請者による申請取り止めや平成24年度に発行に至らなかった申請もあるとのことですが、発行枚数の概ねの状況は示していると考えますと、
日本の発行枚数ももっと多くても良いのではないかと考えます。
中国、韓国、シンガポールなどと比較して発行枚数が少ない理由等を分析して、発行枚数を増やす余地がないかを検討する必要があると考えます。

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容
の
改
善

トラベル・カード発給規模について再度見直すと共に、事業実態に応じた適切な予算となるよう検討する。

255平成22年 522, 538, 561 平成23年 504, 509, 537 平成24年

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

縮
減

会議開催関連経費、運営管理費に関し、平成24年度の執行残の要因を検討し見直し。

備考

公開プロセスの対象
年度：平成24年度、レビューシート番号：255、事業名：APECを通じた経済関係の発展、結果：上記「外部有識者の所見」の通り。

関連する過去のレビューシートの事業番号



(別紙）

個別事業名 環太平洋連帯構想関係費 担当部局庁 経済局 作成責任者

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

- -

計

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

外務省設置法第四条第一項
外務省設置法第四条第三項

関係する計画、
通知等

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

担当課室 アジア太平洋経済協力室 室長　　山本　祐司

会計区分 一般会計 政策・施策名 Ⅱ－２　国際経済に関する取組

繰越し等 - - - -

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 17 16 16 16 14

補正予算 -

執行率（％） 97 89 87

17 16 16 16 14

執行額 17 14 14

1.1

平成24年度の執行残等の要因を検討の上、見直し。
特に委託費は平年並みとしつつも、関連旅費については執行残を踏まえほぼ半減。

委託費 13.2 13.0

旅費 2.3

計 15.6 14.1

平
成
2
５
・
2
６
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由



個別事業名： 環太平洋連帯構想関係費

※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

PECC関連会合出席

【随意契約】 【随意契約】 【随意契約】 【随意契約】

Ｂ． 有識者

0.04百万円

PECC関連会合出席

Ｃ． 通信関係費

0.05百万円

国内外との通信費

Ｄ． リース

(コピー機OA機器)
1.1百万円

コピー機、パソコンの賃

Ｅ． 資料等購入

0.8百万円

執務参考資料購入

・消耗品の購入

外務省

14.0百万円

我が国設置の委員会運営経費

【企画競争】

Ａ． （財）日本国際問題研究所

13.2百万円

我が国設置の委員会運営経費

【出張】

Ｆ． PECC関係者1人
0.8百万円



個別事業名： 環太平洋連帯構想関係費

E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.

委託費 事務局運営･会議開催経費 13

B. F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 13 計 0

C. G.

金　額 金　額

計 0 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

借料 OA機器・複写機リース代 1

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 1 計 0



個別事業名： 環太平洋連帯構想関係費

支出先上位１０者リスト
A.

Ｂ.

Ｃ.

Ｄ.

6 個人Ｇ 会議参加による交通費・雑費 0.006

7 個人Ｈ 会議参加による交通費・雑費 0.006

3 個人Ｄ 会議参加による交通費・雑費 0.006

2 個人Ｃ 会議参加による交通費・雑費 0.006

1 個人Ｂ 会議参加による交通費・雑費 0.006

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

1 (財)日本国際問題研究所 太平洋経済協力会議日本事務局運営業務 13.2 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ＮＴＴファイナンス(株) 国内通話料 0.04 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2

入札者数 落札率

4 個人Ｅ 会議参加による交通費・雑費 0.006

5 個人Ｆ 会議参加による交通費・雑費 0.006

4 NTTコミュニケーションズ(株) 国内通話料 0.00002 随意契約

3 ヤマト運輸株式会社 郵送費 0.002 随意契約

2 東日本電信電話(株) 国内通話料 0.01 随意契約

1 日立キャピタル株式会社 OA機器リース代 0.7 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

Ｅ.

Ｆ.

2 富士ゼロックス(株) コピー機保守料 0.4 随意契約

1 日立キャピタル株式会社 OA機器リース代 0.7 随意契約

2 個人I PCソフト、ICレコーダー、図書購入(立替) 0.2

1 Monash University PCライセンス購入代 0.4 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

5 日経メディアプロモーション(株) 新聞購読料 0.03 随意契約

4 ニュースサービス虎ノ門 新聞購読料 0.05 随意契約

3 (有)稲岡商店 文具類購入代 0.1 随意契約

7 (株)アーバン・コネクションズ ロゴ作成代 0.01 随意契約

6 (株)ダイシンプリント 名刺作成代 0.02 随意契約

2

1 個人Ａ 会議参加旅費 0.8

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



(別紙）

個別事業名 APECビジネス・トラベル・カード関係業務経費 担当部局庁 経済局 作成責任者

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

- -

計

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

平成１８年外務省令第７号第３条、４条、６条等
関係する計画、

通知等

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成１５年度開始 担当課室 アジア太平洋経済協力室 室長　　山本　祐司

会計区分 一般会計 政策・施策名 Ⅱ－２　国際経済に関する取組

繰越し等 - - - -

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 9 10 12 12 12

補正予算 -

執行率（％） 76 96 90

9 10 12 12 12

執行額 7 10 10.5

5.9

平成24年度の執行残等の要因を検討の上、見直し。
人件費を縮減しつつも、カード作成印刷経費を増額。

人件費 6.4 6.1

印刷費 5.5

計 11.9 12.0

平
成
2
５
・
2
６
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由



個別事業名： APECビジネス・トラベル・カード関係業務経費

※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

ABTC原紙、カード貼付ホログラム
フィルム購入、梱包代

外務省

10.5百万円

ABTC作成のための
申請受付、審査、作成の手配

【随意契約】

ABTC作成のための申請受付、
審査等専用非常勤職員

【随意契約】

Ａ． 非常勤職員

年間2名他
4.4百万円

Ｂ． (独)国立印刷局
5.7百万円

Ｃ． (株)ＡＢnote社
0.4百万円

【公募】

ABTCの作成



個別事業名： APECビジネス・トラベル・カード関係業務経費

人件費 非常勤職員Ｂ 2

E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.

人件費 非常勤職員Ａ 2

計 4 計 0

印刷費 ABTCのカード作成 6

B. F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

C. G.

金　額 金　額

計 6 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0



個別事業名： APECビジネス・トラベル・カード関係業務経費

支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

2 個人Ｂ 非常勤職員(年間) 2 随意契約

1 個人Ａ 非常勤職員(年間) 2.1 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3 個人Ｃ 非常勤職員(2ヶ月間) 0.4 随意契約

2

1 (独)国立印刷局 ＡＰＥＣビジネス・トラベル・カードの印刷・作成業務 5.7 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2

1 (株)Ａｂnote社 APECビジネス・トラベル・カード原紙及び貼付用ホログラムフィルム 0.4 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率


